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論 文 内 容 の 要 旨 
 日本の流通システムは大きな転換期を迎えている。寡占メーカーから大手小売業へパワーがシフトする中で、
製品の多様化と価格競争の激化を通じて流通費用や在庫を削減する競争圧力が働き、SCMや製販統合といった
「製・配・販」の新しい分業関係が模索され始めたからである。本論文の特徴は、新しく台頭してきた生産・
流通システムを「マーケティングと商業の相克」という伝統的な枠組みを踏襲しながらも、従来の「配給」概
念に代わって「商業的需給調整」という概念により捉えようとしたところにある。 
 全体は三部から構成される。まず第一部では、日本的流通システムの変容を分析する視角として、バブル経
済の崩壊に着目し、それ以前に形成された取引慣行がその後どのように変化したかをわが国の代表的な産業に
ついて分析した。家電業界における系列化体制の形成と崩壊（第１章）、加工食品・日用雑貨業界における特約
店制度の形成と崩壊（第２章）、アパレル業界における「委託販売制度」とQR（第３章）がそれであり、産業構
造、商品の販売リスクやパワー関係によって違いはあるものの、いずれの産業においても投機型から延期型の
生産・流通システムへの転換が進みつつあること、しかしパワー関係による販売リスクの転嫁が可能であるた
め、全体最適に向けた転換が阻害されるという意味で「過渡期」にある点が明らかにされた。 
 第二部では、実証分析を受けて、これらを分析する枠組みを伝統的な理論を批判的に検討しながら模索した。
本論分が理論的に依拠する商業経済論パラダイム（第５章）は、分析の焦点を商流に絞り過ぎているため、SCM
や製販統合といった新しい「生産と流通の分業」のあり方を分析する枠組みとして限界があり、物流も包摂す
るAldersonの「品揃え形成」の理論（第６章）を援用する必要があることを指摘した。さらに投機・延期の理
論（第７章）では、SCMという「生産過程まで踏み込んだ需給調整」活動を分析する枠組みとしてインターフェ
イスという概念を導入し、Porterの価値連鎖という概念にも着目しながら、Aldersonの品揃え形成やBucklin
の投機･延期などの既存理論をミクロ＝競争論的に再構築しようとした。 
 第三部では、SCMという新しい流通システムの「システム特性」を明らかにすることを課題とした。チャネル・
システムの「システム」認識をめぐる議論の系譜（第８章）では、排他性によってチャネルとSCMのシステム特
性の違いを明らかにするとともに、この点を踏まえ、システム認識の前提となっている「効率性」をめぐる議
論（第９章）を批判的に検討した。ネットワーク・オーガナイザーとしての商業（第10章）では、その台頭が
情報システムの発展と競争の激化を通じて独立した専門的企業間での連携が形成されるようになった背景とメ
カニズムが明らかにされた。すなわち、メーカーに代わって商業が主導する流通システムが台頭してきたのは、
単にメーカーから小売業へパワーがシフトしただけでなく、品揃え形成過程の川下に位置する小売業ないし卸
売業が担う需給調整メカニズムが、メーカーに特有の「生産の固着性」から解放されているため、生産など独
立した取引先と連携しながら、需給の調整をより軽やかに、かつ効率的に行うことができるという特性による
のである。 
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 本論文では、こうした特性をもつSCMをとくに「製販連携」と呼び、これを配給過程で排除・否定されるはず
の「売買の集中・社会化」メカニズムの復活として捉えるとともに、終章ではよりダイナミックに「需給調整」
を行う商業を情報流と関連させながら、「空き縄ふ商業」として概念化しようとした。 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 経済現象の考察にはマクロ的に国民経済や世界経済を見る方法、ミクロ的に企業や家計の行動を見る方法等
がある。だが、産業を考察する部門経済学においては、そのいずれの方法をも意識しつつ、部門をなしている
部分の独自の論理と役割、その実態を解明することが避けて通れぬ課題となる。商業論においてそれは、商業
部門の独自の論理と役割、およびその現実の分析となる。本論文は、日本の流通システムの構造や特質が、1985
年以後、バブル発生とその崩壊を契機にゆっくりと変質しつつあることを示し、それがこれまでの商業を捉え
る枠組の理解にも変容を迫っていることを明らかにしようとするものである。すなわち、現時点における商業
経済の論理と役割およびその現実を総体として把握することを課題とし、それに本論文は概ね成功している。 
 これまでの日本の流通システムは、「配給」過程として概念化されてきた。「配給」とは森下二次也が唱えた
概念で、経済の競争段階から独占段階への移行が寡占メーカーによる流通支配をもたらし、商業独自の役割は
否定され、流通過程は単なる「配給過程」に変えられていく、とするものである。その武器がメーカーによる
マーケティングであり、商業経済論はこの「配給」概念に基づき、「マーケティングと商業の相克」という研究
枠組みのもとで、実態分析がなされるようになってきた。 
 しかし、1985年以後、流通システムの構造と特質に変化が生じてきた。その変化とは、第一に、価格支配力
が寡占メーカーから大手小売業へと移り、大手小売業主導型流通システムへの再編が進んでいるという流通に
おけるパワーシフトであり、第二に、市場の成熟に対するメーカーの戦略である製品多様化が価格競争の激化
を招き、流通費用や在庫削減への競争圧力がSCM（サプライ・チェーン・マネジメント）や製販統合といった新
しい流通システムの登場を余儀なくさせていること、である。それゆえ本論文は、新しく台頭してきた生産・
流通システムを「配給」あるいは「マーケティングと商業の相克」という枠組みではもはや分析できない、と
主張する。 
 しかしながら本論文の卓抜さは、このような「配給」や「マーケティングと商業の相克」という枠組みを過
去の「遺産」として片づけるのではなく、むしろ環境変化に合わせて修正すべきだ、としている点である。そ
の意図は、メーカー主導の「配給」を基本ベクトルとして商業側の反抗をみるのでも、その反対に大手小売業
主導の流通支配を中心とみるのでもなく、その両方向からのせめぎ合いが続く中で新しい流通システムが生成
されてくるという見方である。その見方に立てば、過去の研究業績もそれを批判的にみる業績もともに事柄の
一面を、ただし一面だけを正しく見ていた業績と位置づけることができる。本書の提起する視点は、まさにこ
の総合の視点であり、それでこそ現代日本の流通システムの「動態」を描き出すことが可能となるのである。 
 それではこの「日本的流通システムの動態」を分析する鍵となる概念は何か。それを本論文は、従来の「配
給」概念に代わる「商業的需給調整」概念として提起する。商業的需給調整とは、本来的に商業が生産の固着
性から一定程度免れているがゆえに消費者ニーズに応答できるという能力であり、また、それだけでなく消費
者の問題を解決するための商品企画能力さえ身につけて生産にフィードバックするという、現代の商業が有す
るにいたった独自の能力のことである。その能力をメーカーと流通業者がいかに協力して生産・流通のシステ
ムに取り込むかが、現代における市場競争の要となっている。 
 本論文は上記課題の分析を、３部構成で行っている。第一部は、日本的取引慣行の変容を示すことが課題で
あり、日本の流通システムがSCMや製販統合のような新しいシステムへの「過渡期」にあることを、４つの業界
の分析を通じて示す。第二部は、そうした新しい流通システムを分析しうる流通理論として従来の理論は「修
正」されねばならないことが示され、商業経済論パラダイム、品揃え形成の理論、投機・延期の理論などの再
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検討が行われる。第三部は、かかる新しい流通システムの「システム」としての特性が検討され、チャネル論
の議論を受け継ぎつつそれとは異なるSCMや製販統合のシステム特性が示される。 
 本論文は、需給調整がより市場メカニズムに依拠する方向へ変化している実態を受け止め、その中で現代に
おける商業の果たす役割とは何かを積極的に再評価しようという試みとして一貫している。それは商業経済論
の伝統を受け継ぎつつ乗り越え、位置づけ直そうとする困難な課題であった。それゆえ審査委員会は一致して、
本論文を博士（商学）の学位を授与するに値するものと判断した。 
